






２． 働き方に中立的な社会保障制度等の構築
（１）基本的方向
○ 国民の価値観やライフスタイルが多様化し、働き方の多様化もますます進んでいる。こうした中で、格差の固定化や貧困の防止を図り、

社会の分断を防ぐ観点からも、どのような働き方をしてもセーフティネットが確保され、誰もが安心して希望どおりに働くことができる社
会保障制度等を構築することが求められている。

○ 少子化対策の観点からも、子育て・若者世代が将来に展望を持つことができ、生涯未婚率の低下にもつなげられるよう、労働市場、雇用
の在り方について不断に見直しを図ることが重要であり、非正規雇用労働者を取り巻く課題の解決や、希望すれば誰もが主体的に成長分野
などの企業へ円滑に移動できるような環境整備を図ることが必要である。このことは、「構造的な賃上げ」につながるとともに、国民所得
の持続的な向上によって社会保障制度の持続可能性を支えることにもなる。

（２）取り組むべき課題
（略）

（３）今後の改革の工程
（勤労者皆保険の実現に向けた取組）
① 次期年金制度改正に向けて検討・実施すべき項目
 短時間労働者への被用者保険の適用拡大（企業規模要件の撤廃など）
 常時５人以上を使用する個人事業所の非適用業種の解消
 週所定労働時間20時間未満の労働者、常時５人未満を使用する個人事業所への被用者保険の適用拡大

（労働市場や雇用の在り方の見直し）
① 速やかに検討・実施すべき事項

 「同一労働同一賃金ガイドライン」等の効果検証・必要な見直し
 「無期転換ルール」の実効性を更に高めるための見直し
 「多様な正社員」の拡充に向けた普及・促進策
 非正規雇用労働者の待遇改善や経験者採用（中途採用）に関する取組状況について、企業による非財務情報の開示対象とすることを含

めた、企業の取組の促進策
 その他、「労働移動円滑化に向けた指針」の策定をはじめ、「構造的な賃上げ」につながる労働移動円滑化・「人への投資」への支援

の着実な実行

【「全世代型社会保障構築会議 報告書」（令和4年12月16日）で示された「今後の改革の工程」（抄）】
働き方に中立的な社会保障制度等の構築に向けた取組について
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被用者保険の適用拡大の意義

○ 被用者保険の適用拡大には、①被用者にふさわしい保障の実現、②働き方や雇用の選択を歪めない制度の構築、
③社会保障の機能強化という３つの意義がある。

①被用者にふさわしい保障の実現
 被用者でありながら国民年金・国民健康保険加入となっている者に対して、被用者による支えあいの仕組み

である厚生年金による保障（報酬比例の上乗せ給付）や、健康保険による保障（病気や出産に対する傷病手
当金や出産手当金の支給）が確保される。

 保険料についても、被用者保険では労使折半の負担となる。

②働き方や雇用の選択を歪めない制度の構築
 労働者の働き方や、企業による雇い方の選択において、社会保険制度における取扱いによって選択を歪めら

れたり、不公平を生じたりすることがないようにする。
 適用拡大などを通じて働き方に中立的な制度が実現すれば、働きたい人の能力発揮の機会や企業運営に必要な労働力が
確保されやすくなることが期待できる。

③社会保障の機能強化
 適用拡大によって厚生年金の適用対象となった者は、国民年金のような未納もなく、基礎年金に加え、報酬

比例給付による保障を受けられるようになり、無年金・低年金を防ぐことができる。
 適用拡大は、どのような働き方でも共通に保障される基礎年金の水準の確保につながり、所得再分配機能の維持に資する。
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３． 医療・介護制度の改革

（１）基本的方向
○ 超高齢社会への備えを確かなものとするとともに、人口減少に対応していく観点から、医療・介護制度の改革を前に進めることが喫緊の

課題。特に、2025年までに75歳以上の後期高齢者の割合が急激に高まることを踏まえ、負担能力に応じて、全ての世代で、増加する医療
費を公平に支え合う仕組みを早急に構築する必要がある。

○ 限りある資源を有効に活用しながら、地域における医療・介護ニーズの増大に的確に対応する。全ての国民が、それぞれの地域において、
質の高い医療・介護サービスを必要に応じて受けることのできる体制を確保していく観点から、医療の機能分化と連携の更なる推進、医
療・介護人材の確保等に力を注ぐ。

（２）取り組むべき課題
（略）

（３）今後の改革の工程
① 足元の課題
（略）

② 来年、早急に検討を進めるべき項目
 更なる医療制度改革（かかりつけ医機能の制度整備の実施に向けた具体化、地域医療構想の実現に向けた更なる取組、診療報酬・薬価改
定に向けた検討）

 医療・介護等DXの推進、介護職員の働く環境の改善
 次期介護保険事業計画に向けた具体的な改革

③ 2025年度までに取り組むべき項目
 医療保険及び介護保険における負担能力に応じた負担と給付の内容の不断の見直し
 本格的な人口減少期に向けた地域医療構想の見直し、実効性の確保
 地域包括ケアの実現に向けた提供体制の整備と効率化・連携強化

【「全世代型社会保障構築会議 報告書」（令和4年12月16日）で示された「今後の改革の工程」（抄）】
社会保障分野（医療・介護）における歳出改革等に関する取組について
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※ 平成30年度予算ベースを足元に、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」等を踏まえて計算。なお、
医療・介護費用の単価の伸び率については、社会保障・税一体改革時の試算の仮定を使用。

（注）医療については、単価の伸び率の仮定を２通り設定しており、給付費も２通り（①と②）示している。

医 療

年 金

子ども・子育て

介 護

その他
6.7

121.3

(21.5%)

(1.2%)

7.7(1.2%)

7.9 (1.4%)

10.0 (1.5%)
14.6
(2.3%)

56.7

(10.1%)

59.9
(9.3%)

39.2
(7.0%)

①：48.7
(7.5%)

②：48.3
(7.5%)

140.4～140.8
(21.7～21.8%)

10.7 (1.9%)

9.4 (1.2%)
13.1(1.7%)

24.6
(3.1%)

73.2
(9.3%)

①：68.3
(8.6%)

②：70.1
(8.9%)

2018年度

（兆円）

（ ）内は対GDP比

2025年度
（現状投影）

2040年度
（現状投影）

188.5～190.3
(23.8～24.1%)

社会保障給付費の見通し
2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）－概要－ （内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 平成30年５月21日） より

ＧＤＰ 564.3兆円 645.6兆円 790.6兆円
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※このほか、2023年通常国会にて、医療保険制度改革（高齢者負担率の設定方法の見直し、前期高齢者納付金の報酬調整の導入等）に係る法案が可決・成立

2014年度 ・診療報酬・薬価改定等
・70～74歳の医療における窓口負担割合の見直し

2015年度
・介護保険制度改正（地域支援事業の充実、予防給付の一部を地域支援事業に移行、２割負担の導入等）
・介護報酬改定
・協会けんぽ国庫補助の見直し

2016年度 ・診療報酬・薬価改定等

2017年度

・後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入
・高額療養費の見直し
・後期高齢者医療の保険料軽減特例の見直し
・介護納付金の総報酬割の導入

2018年度
・診療報酬・薬価改定等
・薬価制度の抜本改革
・介護報酬改定、高所得者３割負担の導入

2019年度 ・介護納付金の総報酬割の拡大
・診療報酬・薬価改定等（消費税率引上げに伴う対応）

2020年度 ・介護納付金の総報酬割の拡大
・診療報酬・薬価改定等

2021年度
・毎年薬価改定
・介護保険制度改正（補足給付及び高額介護サービス費の見直し）
・介護報酬改定

2022年度
・診療報酬・薬価改定等
・後期高齢者医療における窓口負担割合の見直し
・被用者保険の適用拡大等

2023年度 ・毎年薬価改定

社会保障分野（医療・介護）におけるこれまでの主な制度改革
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４． 「地域共生社会」の実現
（１）基本的方向
○ 人口構造及び世帯構成が変化し、家族のつながりや地縁も希薄化する中で、今後、更なる増加が見込まれる独居高齢者の生活について、

住まいの確保を含め、社会全体でどのようにして支えていくかが大きな課題である。また、コロナ禍を通じて、孤独・孤立や生活困窮の問
題に直面する方々が世代にかかわらず存在することが浮き彫りとなった。

○ 高齢者福祉、障害福祉、児童福祉、生活困窮者支援などの制度・分野の枠や、「支える側」、「支えられる側」という従来の関係を超え
て、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らせる包摂的な社会の実現が必要である。そこ
で重要なのは、各種サービスの担い手等による連携の下、地域全体で、多様な困りごとを抱える人やその家族を包括的に受け止め、一人ひ
とりに寄り添い、伴走支援するという視点であるが、この伴走支援は、各種サービスにつなぐという役割のみならず、人と人とのつながり
を創出すること自体に価値を有するものである。その際、公平、迅速、かつ効率的に支援を届けるため、デジタル技術の活用を積極的に図
ることも重要である。

○ 人口減少が急速に進む地域においては、地域社会における支え合い機能が低下し、住民の日常生活の維持に課題が生じる事態も想定され
る。地域社会におけるつながりの弱体化を防ぎ、住民同士が助け合う「互助」の機能を強化することが重要であり、地域における「互助」
を支えるコミュニティ機能の強化に向けた取組が求められる。

（２）取り組むべき課題
（略）

（３）今後の改革の工程
① 来年度、実施・推進すべき項目
 重層的支援体制整備事業の更なる促進
 多様な専門性や背景を持つソーシャルワーカーの確保・活用のための取組
 複数の分野にわたる専門的知識を習得できるような工夫（複数分野の資格の取得、学び直しや中高年の参加の促進も含む。）の検討
 多様な主体による地域づくりの推進のためのプラットフォームの構築支援
 地域における孤独・孤立対策の官民連携基盤の整備及び取組モデルの構築
 社会保障教育の推進
 「住まい支援システム」の構築に向けたモデル事業の実施を踏まえた実践面での課題の抽出、全国的な普及に向けた具体的な手法の周

知・啓発
 上記モデル事業の成果を活用して、住まいに課題を抱える者の属性や量的な把握についての推計及びその精緻化を実施
 生活困窮者自立支援制度、住宅セーフティネット制度などにおける住まい支援を強化
② 制度改正について検討を進めるべき項目
 既存の各制度における住まい支援の強化に向けて、①のモデル事業の結果等を踏まえつつ更なる検討を深め、必要な制度改正を実施

【「全世代型社会保障構築会議 報告書」（令和4年12月16日）で示された「今後の改革の工程」（抄）】
「地域共生社会」の実現に向けた取組について
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〇 本日も具体的な進捗の報告がありましたが、スピード感ある実行のため、できるところから取組を実施することが重要であると考えていま
す。
（中略）引き続き、可能な限りの前倒しによる各種施策の実施を検討していきます。

〇 そのためにも、「加速化プラン」に掲げる各種施策について、法制化が必要なものは、来年通常国会での法案提出に向けて準備をし、
制度設計等の具体化を急がなければなりません。加藤大臣、新藤大臣、武見大臣はじめ関係大臣においては、関係する会議体での
議論を含め検討を進めていただき、成案を得ていきます。

〇 「加速化プラン」の実施に当たって、全世代型社会保障の構築の観点からの改革も進めてまいります。この点についても、「全世代
型社会保障構築会議」において、「経済財政諮問会議」と連携した改革工程の年末までの策定を新藤大臣にお願いしたいと思いま
す。

〇 これらの検討も踏まえ、「こども未来戦略会議」において、皆様の知見をいただきながら、こども・子育て政策の抜本的な強化に向け、政
府を挙げて、取り組んでまいります。

（１０／２）第７回こども未来戦略会議における岸田総理及び新藤大臣発言（抜粋）

岸田総理発言（抜粋）

〇 「加速化プラン」を支える安定的な財源については、2028年度までに徹底した歳出改革等を引き続き行い、それによる公費の節減等
の効果および社会保障負担軽減効果を活用しながら、実質的な追加負担を生じさせないことを目指します。

〇 歳出改革に関しては、今後、「全世代型社会保障構築会議」において、「経済財政諮問会議」と連携して議論を深め、2028年度
までに必要な具体的な社会保障の改革工程を年末までに策定したいと考えています。

〇 もとより、社会保障の改革は、当面の課題のみならず、人口減少・超高齢社会の中の中長期的な課題を克服するための取組を着
実に進めるものでなければならず、こうした観点から2028年度の先も視野に入れて検討を深めてまいります。

新藤大臣発言（抜粋）
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